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平成２７年労第３３号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ県Ｂ市所在の会社Ｃに土木作業員として採用

され、Ｄ会社が元請事業場として施工する「Ｅトンネルの補修・補強工事」にお

いて、振動工具を使用した作業に従事していた。 

請求人によると、平成○年頃から、手足に痛み、しびれ、冷え等の症状を自覚

するようになったという。 

請求人は、平成○年○月○日、Ｅ医院に受診したところ「レイノー病（疑）」（以

下「本件疾病」という。）と診断された。 

請求人は、本件疾病は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に療養

補償給付の請求をしたところ、監督署長は、本件疾病は業務上の事由によるもの

とは認められないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 
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（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、本件疾病が業務上の事由によるものであると認められるか否かに

ある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、請求人の本件疾病は、請求人の業務に起因する振動障害に該当す

る旨主張している。 

（２）ところで、振動障害の業務上外の判断については、労働省（現：厚生労働省）

労働基準局長が、「振動障害の認定基準について」（昭和５２年５月２８日付け

基発第３０７号。以下「認定基準」という。）を策定しており、当審査会として

もその取扱いを妥当なものと考えるので、以下認定基準に基づき検討する。 

（３）レイノー現象発現について 

振動病に係る申立書によると、請求人は、４～５年ほど前から手は冷たいし、

手の爪の間もビリビリしている、足もアンカーがなかったら痛くなるとし、レ

イノー症状を疑わせる症状がある旨述べているが、請求人を診察したＦ医師は

意見書において、要旨、請求人の症状及び以前レイノー病と言われたとの請求

人の申述から本件疾病と診断したと述べており、レイノー現象の発現は確認さ

れていない。さらに、Ｇ医師は、振動障害診断票において、レイノー現象は認

められないと記述しており、当審査会としては、これらの医師の意見からレイ

ノー現象の発現は認められないと判断する。 

（４）手指、前腕等の末梢循環障害、末梢神経障害及び運動機能障害について 

Ｇ医師は、所定の検査の結果に基づき、いずれも「認められる」としており、

当審査会としても同医師の意見は妥当と判断する。 

（５）Ｇ医師は、上記診断票の総合所見において、手指、前腕等の末梢循環障害、

末梢神経障害及び運動機能障害はいずれも認められるとしつつ、手指前腕等の

症状は振動工具使用停止後に発症しているとして、振動業務との因果関係につ
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いては否定的である。また、Ｈ医師は、平成○年○月○日付け意見書において、

要旨、振動病が疑われるが、発病が職場を離れ相当日数が経過して発症してい

ることから振動障害とは考えにくいと述べている。 

当審査会としても、請求人の振動業務従事と手指前腕等の症状発現との間に

は相当な期間が介在していることからみて、両医師の意見は妥当であって、請

求人の本件疾病と振動業務との間に相当因果関係があるとは考え難く、本件疾

病は業務に起因する振動障害であるとは認められないと判断する。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給

しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


